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2 Pp- 1　　　若者の外国人に対する意識とその影響要因

　　　　　　　　一関西地域の大学生に対する意識調査分析の結果からー

　　　　　　　○竹田美知　　　　　　　(相愛女子短期大学)

目的　日本に在留する外国人の増加まめざましいものがあるが、このような外国人に対する日

常的生活サービスは立ち後れている現状である。本発表はこのような生活サービスの基礎とな

る外国人に対する意識、交流経験について次世代を担う若者を対象として調査を行った。

方法　関西湘或の４大学２短大を対象としてアンケート調査を実施した。1997年7月から9月に

かけて1500票を配布し1132票の有効回答票を得た。(回収率75.5%)主な調査項目として設定し

たのは、高校までの外国人との交流、現在の外国人との交流、外国人のイメージ、マイノリテ

ィーの人権、将来における国際交流の可能性についてである。

結果　証査結果から、夕H玉L人についての家族から聞かされたステレオタイプが大きく若者の外

国人との現在の交流頻度や外国人のイメージ形成、マイノリティの人権に関する考え方に影響

を与えていることがわかった。また学校教育における外国人の生活や人権に関する教育は、こ

れらのステレオタイプの修正に大きな影響力を持っているが、家庭科でされたケースは英語、

世界史、公民、地理などの教科に比べて少なく今後この分野での教材開発が望まれる。現在の

交流体験やマイノリティーに対する考え方は、将来学生自身が海外へ進出する意欲へも関わっ

ており、留学や海外旅行が一般的となった現在でも若者の中に様々なタイプが存在することが

調査結果から得られた。

2Pp－2 イギリスにおけるmaternity leave制度の利用者

　- 1996年Labour Force Survey から一

　松村真木子　（お茶の水女子大・院）

　目的　イギリスにおいて、1994年に拡大されたMaternity leaveの制度が、どのくらい労

働市場へ反映しているかを検証する。

　イギリスは、日本と同様に年齢別労働力率がＭ字型を示していたが、1980年代に欧米

型である台形へと移行した。このような育児期の女性労働力増加は、社会的要因（産業構

造の変化、景気の動向、雇用制度、EUとの関係、母親が働くことに対する社会の受容な

ど）と個人的要因（経済的必要性、労働継続意欲、育児観、育児支援の確保など）が複雑

に交錯した結果である。一一雇用制度であるMaemity　leaveは、1994年に労働継続期間の制

限が撤廃され、事実上、望む者は誰でも利用できる制度となった。そのため、この制度の

利用者が、どのような職業に属しているのか、public sectorか　private sectorかについて検

証する。さらに、家族関係について考察する。

　方法　現在入手できる最も新しいローデータであるJ996年度のLabour Force Survey を分

析する。

　結果　Maternity leave の利用者は、年齢別にみると、約７割が、25才から34才であった。

８割以上が、有配偶者であった。職業別に見ると、public sectorが４割、private sectorが６

割であった。職業階層別にみると、専門職が5%、準専門職が39 %、事務・販売職が38

％、熟練労働者(manual)が12 %、未熟練労働者が2%であった。そのうち、準専門職

と事務・販売職が約４割づつを占めているが、public sectorとprivate sectorとの割合は、準

専門職では60 % : 40 %、事務・販売職では22 % : 78 %であった。
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